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１．平成17年３月期の連結業績（平成16年４月１日～平成17年３月31日）

(1）連結経営成績 （百万円未満切り捨て）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年３月期 10,081 （ 2.4） 1,185 （△3.5） 1,165 （△0.5）

16年３月期 9,841 （21.3） 1,228 （ 44.7） 1,171 （ 37.6）

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年３月期 622 （ 7.1） 210 85 159 71 20.5 14.9 11.6

16年３月期 581 （65.9） 202 11 160 17 26.5 17.5 11.9

（注）①持分法投資損益 17年３月期 －百万円 16年３月期 －百万円

　　　②期中平均株式数（連結） 17年３月期 2,954,000株 16年３月期 2,876,404株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）連結財政状態 （百万円未満切り捨て）

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年３月期 8,059 3,322 41.2 1,124 87

16年３月期 7,573 2,759 36.4 934 09

（注）期末発行済株式数（連結） 17年３月期 2,954,000株 16年３月期 2,954,000株

(3）連結キャッシュ・フローの状況 （百万円未満切り捨て）

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

17年３月期 705 △717 208 2,736

16年３月期 936 △1,163 739 2,507

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数 7社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況  

連結（新規） 2社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社

２．平成18年３月期の連結業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 5,360 240 0

通　期 11,850 1,450 640

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　216円66銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の９ページを参照して下さい。
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１．企業集団の状況

　当社グループは化粧品の製造販売と栄養補助食品等の販売を主な事業としております。

　当社グループの生産・仕入体制は、化粧品については、当社100％出資の製造子会社であるハーバー株式会社において

製造し、当社が仕入れております。一方、栄養補助食品については、当社が外部業者より仕入れております。

　当社から販売子会社への物流及び関東地区での消費者への配送は、当社100％出資の子会社ハーバーコスメティクス株

式会社が行っております。

　また、当社グループの販売体制は、連結子会社である販売子会社５社が携わり、それぞれが主な営業地域を持ち、顧

客からの商品の受注・発送、広告宣伝・販売促進等の営業活動全般を担っております。

　販売ルートは、一般消費者向け通信販売と百貨店向け卸売販売を中心に、小売業者及び卸売業者向け卸売販売、直営

ショップでの店頭販売等があります。

　また、当社が各地域に販売の拠点を持っておりますのは、化粧品という商品特性上、同じ季節でも、地域によって販

売商品や使用方法に相異があることから、地域に密着したカウンセリング型の通信販売が優位性を持てることや、地域

特性に合わせた広告宣伝・販売促進活動が行えるといった販売戦略によるものであります。

　このような、地域に分散した通信販売の形態は、「大量処理による物流コストの削減」という通信販売本来のメリッ

トは必ずしも享受できませんが、「地域密着型のきめ細かな顧客サービスの実施」が可能となり、当社グループの通信

販売の特徴となっております。

(1）生産関係

会社名 主な事業内容

連結子会社 ハーバー㈱ 化粧品製造

（2）物流関係

会社名 主な事業内容

連結子会社 ハーバーコスメティクス㈱ 商品の梱包・配送

(3）販売・サービス関係

【販売子会社と主な営業地域】

販売子会社 所在地 主な営業地域

㈱銀座ハーバー 東京都中央区
北海道　青森　岩手　秋田　宮城　山形　福島　新潟　長野　

関東7都県　九州7県　沖縄

㈱中部ハーバー 三重県松阪市 山梨 静岡 愛知 岐阜 三重

㈱京都ハーバー 京都市下京区 富山 石川 福井 滋賀 京都 奈良 鳥取

㈱関西ハーバー 大阪市中央区 和歌山 大阪 兵庫

㈱中四国ハーバー 広島市中区 岡山 広島 山口 島根 四国４県

（注）平成17年１月に、当社100％出資の米国法人ＨＡＢＡ　ＬＡＢＳ　ＵＳＡ　ＩＮＣ.を設立しておりますが、営業　

　　開始は平成17年５月下旬の見込であります。
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(3）事業の系統図

 

小売業者 

卸売業者 

製品仕入 

当  社  ㈱ ハ ー バ ー 研 究 所  

製造子会社  
連結子会社 ハ ー バ ー ㈱  

卸売販売 

販売子会社 

連結子会社 

㈱銀座ハーバー 
㈱中部ハーバー 
㈱京都ハーバー 
㈱関西ハーバー 
㈱中四国ハーバー 

一  般  消  費  者 

百 貨 店 

小売業者 

卸売業者 

卸売販売 

通信販売 

その他 

百貨店向卸売 
そ  の  他 

物流子会社 

連結子会社 

ハーバー 
コスメティクス㈱ 

 
物流委託※ 物流委託 

　　※　販売子会社のうち、㈱銀座ハーバーのみ、ハーバーコスメティクス㈱へ物流委託を行っております。

　（注）　その他には、直営ショップでの店頭販売、卸売業者・小売業者向け卸売販売等が含まれております。

- 3 -



関係会社の状況

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合

関係内容 摘要

（連結子会社） 千円 ％

ハーバー㈱ 北海道苫小牧市 15,000 化粧品製造 100.0
化粧品等の仕入先

役員の兼任１名
（注）１

ハーバーコスメティクス㈱ 千葉県香取郡 10,000 商品の梱包・配送 100.0 商品の梱包・配送先  

㈱銀座ハーバー 東京都中央区 10,000 化粧品等販売 100.0
化粧品等の販売先

役員の兼任１名

（注）１

 （注）５

㈱中部ハーバー 三重県松阪市 43,000 化粧品等販売
34.9

〔65.1〕

化粧品等の販売先

当社より資金を貸付

役員の兼任１名

 （注）１

（注）２

（注）３

（注）５

㈱京都ハーバー 京都市下京区 14,000 化粧品等販売
35.7

〔64.3〕

化粧品等の販売先

当社より資金を貸付

役員の兼任１名

（注）２

（注）３

㈱関西ハーバー 大阪市中央区 37,200 化粧品等販売

67.4

(32.6)

〔32.6〕

化粧品等の販売先

役員の兼任１名

 （注）１

（注）２

（注）３

（注）４

（注）５

㈱中四国ハーバー 広島市中区 13,000 化粧品等販売
34.6

〔65.4〕

化粧品等の販売先

当社より資金を貸付

役員の兼任１名

（注）２

（注）３

　（注）１．特定子会社に該当しております。

２．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

３．議決権の所有割合の〔　〕内は、同意している者の所有割合で外数となっております。

４．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

５．売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主な損益情報等（平成17年３月期）は、次のとおりであります。

 （単位：千円）

名称 売上高 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額

㈱銀座ハーバー 2,837,383 133,468 52,535 452,535 1,361,771

㈱中部ハーバー 1,394,141 54,425 30,479 △24,969 465,954

㈱関西ハーバー 1,340,736 19,864 7,950 79,605 351,712
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２．経営方針

１．経営の基本理念

　当社グループは、社名でありまた永遠のテーマであるＨＡＢＡ、すなわち、「Health Aid Beauty Aid（美と健康を

助ける）」を経営の基本理念としてまいりました。

　「美しい肌に必要なものはすべて肌にあり、わたしたちの明るい心がさらにその働きを増幅させる。肌に必要最小

限度のものを補い、決して余分なものを与えないこと。わたしたちにできることは、肌にもともと備わっている自然

治癒力をささやかに応援するだけ。それ以上のことは出来ませんし、してはいけないのです。」という創業以来不変

の信念に基づき、商品を開発し消費者に提供してまいりました。今後とも、真に消費者に支持され、社会に信頼され

る企業を目指して、企業活動を展開してまいります。

２．利益配分に関する方針

　当社は、内部留保を充実させて経営基盤の確保に努めると共に、配当につきましては、株主への利益還元を経営の

重要な課題の一つと考え、安定した業績に裏付けられた水準を維持継続していくことを基本方針としております。

　内部留保資金につきましては、新たな成長につながる戦略投資を考慮し、将来の事業展開に備えてまいりたいと存

じます。

　上記の方針に基づき、当期の配当金は、１株当たり20円を予定しております。

３．目標とする経営指標

　当社グループでは、売上高経常利益率の向上を重要な経営指標として重視しており、早期に20％台の売上高経常利

益率を達成することを目標としております。

４．中長期的な経営戦略と対処すべき課題

　厳しい経営環境が続くと予想される中で、当社グループが業界内で確固たる地位を占め、成長を続けていくために

は、「研究・開発体制の充実」が重要課題であると認識しております。

　独自の栄養補助食品の開発や、スクワレン・スクワランの持つ優れた面を一層引き出す為の研究開発等、美と健康

に貢献する新たな製商品・素材分野の研究と共に、社内の研究体制を充実させ、外部機関との共同研究を進めること

で、消費者ニーズに応えてまいりたいと思います。

　さらに、「ＩＴ戦略」の一環としてデータベースマーケティングの徹底、インターネットを活用した取引の一層の

推進に取り組んでまいります。また、「個人情報保護法」の全面施行にあたり、顧客情報保護のため、インターネッ

ト網と販売管理システムの遮断、システム部門の人員の増強、不正アクセス監視システムの導入、セキュリティ管理

体制の厳格化等一層のセキュリティ強化策をとっております。さらにアジア地域を中心とした海外での販売事業を拡

大することにより、売上拡大と収益性の向上を図ってまいります。

　また、当社グループが取り組むべき課題として、営業面では「新規顧客の獲得」「既存顧客の固定化」、経営効率

面では「原価率の低減」「在庫管理の効率化」などがあり、これらについても継続的に取り組んでまいります。さら

に販売部門及び物流部門合理化のため、会社分割による当該部門の子会社化を実施しておりますが、今後も一層の合

理化を図ってまいります。

　一方で、消費者のニーズに迅速的確に対応していくためには、変化に即応できる経営体制と経営の意思を機敏に実

行に移すことのできる組織とが不可欠であり、取締役会の人数の適正化や機動的開催、フラットで柔軟な組織作りと

社内全体の活性化を図っております。

　また、経営内容の公正性、透明性をさらに高めていくために、適時・適切な情報開示に積極的に取り組んでまいり

ます。

５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループでは、経営の公正性・透明性を高め、健全な企業体質を維持していくことが、企業の社会的責任で

あり、株主の負託に応えることであるとの認識のもと組織・体制の整備を図ってきております。
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(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

　当社は監査役制度採用会社でありますが、監査役３名のうち２名を社外監査役として選任することで、公正な意

思決定プロセスの確保に努めております。また、当社取締役会につきましては、取締役４名、監査役３名の少人数

で意思決定の迅速化を図るとともに、取締役の任期は１年とし、毎期取締役の業務執行状況をチェックする体制と

し、経営に緊張感を持たせております。社内的には、法令遵守を徹底し、必要に応じ監督官庁へ照会・相談等を行

うとともに、社内諸部門及び子会社の内部監査にあたりましては、監査役との間でスケジュール・手法等につき打

ち合せを行ない相互連携のもとに内部監査を実施しております。また、当社ホームページ上に掲示板を開設して、

お客様に自由にご意見を書き込んでもらい、開かれた会社として、お客様のご要望・苦情等を経営に反映させてお

ります。

(3）会社と会社の社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の概要

　社外監査役と当社の間には取引などの特別な利害関係はありません。

(4）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　平成16年12月に、ＩＲ及び法務の担当を「社長室」から「総務」に移し、専任者を配置することで一層の体制強

化を図るとともに、情報開示の迅速化に努めコーポレート・ガバナンスの充実に努めております。

(5）役員報酬及び監査報酬

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおり

であります。

役員報酬：   監査報酬：  

取締役に支払った報酬 114,300千円 監査証明に係る報酬 14,000千円

監査役に支払った報酬 15,600千円   

計 129,900千円   
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３．経営成績及び財政状態

(1）経営成績

①　当期の経営成績の概況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、素材産業等には明るさが見られるものの、ハイテク産業への先行きに不

透明感が残ることに加え、原油価格の高騰やアメリカ経済を中心とする世界経済の減速懸念等から、回復に自信が

持てない状況となっております。また、個人消費については所得の大幅な増加が期待できないなか、社会保障制度

に対する先々の不安等から、依然、本格的な回復には至らないまま推移しております。化粧品業界については、他

の消費財と比べると比較的堅調に推移しておりますが、マーケット全体としては売上高はほぼ横ばいとなっており、

消費者ニーズの多様化や価格の二極化が進むなか、特に通販業界においては新規参入企業の増加もあり、企業間で

の激しい競争が継続しております。　

　このような経営環境のなか、当社グループの当連結会計年度の売上高は、10,081百万円（前年同期比2.4％増）と

なりました。当期における売上高の伸び率鈍化は、従来行ってきた無料キャンペーンを採算性を重視し有料キャン

ペーンに切換えたことから、結果として新規客の獲得が予想を下回ったことが大きな要因となっております。

　品目別には、基礎化粧品売上高は、平成16年２月発売した「白い騎士」が通年販売となったことで売上増に寄与

したものの、7,211百万円（前年同期比0.1％増）と微増にとどまりました。メイクアップ化粧品は、口紅、アイカ

ラーの売上が順調に推移し、1,082百万円（前年同期比5.5％増）、トイレタリー売上高は383百万円（前年同期比

8.4％減）、セット品等のその他化粧品売上高は「福袋」が好調であったことから494百万円（前年同期比19.0％増）

となりました。この結果、当期の化粧品売上高は9,170百万円（前年同期比1.2％増）となっております。栄養補助

食品、雑貨等その他の売上高は「良骨源」「良視源」等の栄養補助食品の新発売もあり809百万円（前年同期比

7.4％増）と順調に推移しました。

　販売ルート別には、主力の通信販売売上高が会員数の伸び率の鈍化から7,256百万円（前年同期比0.9％増）と微

増に止まりました。百貨店向卸売上は、直営店へ比重を移していることから1,618百万円（前年同期比4.6％減）と

減少しましたが、直営店及び卸売・小売業者向け卸売等のその他の売上は1,104百万円（前年同期比18.7％増）と大

幅に増加いたしました。

　損益面では「ホワイトレディ」を訴求した新規顧客獲得キャンペーン等を実施したことから、広告宣伝費、販売

促進費が増え、販売費及び一般管理費は7,033百万円と前年同期比2.7％増加しました。しかしながら、売上高が期

初予想ほど伸びなかったことから、営業利益は1,185百万円（前年同期比3.5％減）、経常利益は1,165百万円（前年

同期比0.5％減）とわずかながら減少いたしました。

　本社移転等の特別損失が73百万円あり、税金等調整前当期純利益は1,093百万円（前年同期比3.1％減）となりま

したが、当期純利益につきましては622百万円と前年同期比7.1％の増加となっております。

 （単位：千円）

区分
平成16年３月期 平成17年３月期

増減額 増減率
金額 売上比 金額 売上比

％ ％ ％

売上高 9,841,733 100.0 10,081,889 100.0 240,156 2.4

営業利益 1,228,268 12.5 1,185,458 11.8 △42,809 △3.5

経常利益 1,171,931 11.9 1,165,738 11.6 △6,192 △0.5

当期純利益 581,335 5.9 622,861 6.2 41,525 7.1
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品目別実績 （単位：千円）

区分
平成16年３月期 平成17年３月期

増減額 増減率
金額 構成比 金額 構成比

化粧品

％ ％ ％

基礎化粧品 7,203,035 73.2 7,211,272 71.6 8,236 0.1

メイクアップ

化粧品
1,025,758 10.4 1,082,074 10.7 56,315 5.5

トイレタリー 418,195 4.3 383,251 3.8 △34,943 △8.4

その他（注）１ 415,275 4.2 494,071 4.9 78,796 19.0

小計 9,062,264 92.1 9,170,670 91.0 108,405 1.2

栄養補助食品・雑貨等 753,305 7.7 809,364 8.0 56,058 7.4

化粧品・栄養補助食品等 小計 9,815,570 99.8 9,980,034 99.0 164,464 1.7

その他（注）２ 26,162 0.2 101,854 1.0 75,692 289.3

合計 9,841,733 100.0 10,081,889 100.0 240,156 2.4

　（注）１．期間を限定して提供するキャンペーンセット品等が主なものであります。

２．ハーバーガーデン（ゴルフ練習場、カルチャーセンター等）の売上が主なものであります。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　４. 当期より、ハーバーガーデン等の売上をその他に区分掲記しました。

販売ルート別実績 （単位：千円）

区分
平成16年３月期 平成17年３月期

増減額 増減率
金額 構成比 金額 構成比

販　売

ルート

％ ％ ％

通信販売 7,189,089 73.2 7,256,994 72.7 67,904 0.9

百貨店向卸売 1,695,824 17.3 1,618,373 16.2 △77,451 △4.6

その他 930,655 9.5 1,104,666 11.1 174,010 18.7

合計 9,815,570 100.0 9,980,034 100.0 164,464 1.7

　（注）１．その他には、直営ショップでの店頭販売、卸売業者・小売業者向け卸売販売等が含まれております。

　　　　２. 上記の合計表に、ハーバーガーデン等の売上は除いております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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②　次期の経営成績の見通し

　平成17年３月期は、会員数の伸び率鈍化により、成長も足踏み状態となりましたが、来期は新たな無料キャンペー

ンにより「ホワイトレディ」を訴求した新規客の獲得増と、インターネット販売の強化及び直営店・卸部門の拡充

により、積極的な売上の増加を図ってまいります。

　次期の見通しにつきましては、売上高は11,850百万円（前年同期比17.5％増）、経常利益1,450百万円（前年同期

比24.5％増）、当期純利益640百万円（前年同期比2.9％増）を見込んでおります。

　当社グループでは、商品のご購入者に対して購入額の一定割合をポイント積立金として積立て、次回以降の商品

購入時にポイント利用希望者には、商品代金から割引くという「ポイント積立金制度」を採用しております。これ

までは、当社グループの売上高は、ポイント利用後の売上高を計上しておりましたが、来期より、ポイント割引前

の売上高を計上する方法へ表示を変更いたします。このため、次期の予想売上高には、従来は差引き計上されてい

たポイント利用見込額350百万円が加算されております。従来と同一基準の売上高は11,500百万円（前年同期比

14.1％増）を予想しております。ポイント使用見込額の加算350百万円は、全額販売促進費として費用計上されるた

め、営業利益・経常利益には影響ありません。また、当期までに発生した未使用のポイント積立金のうち、来期以

降に使用が見込まれる額として140百万円を特別損失として計上しますので、当期純利益はその分だけ減少いたしま

す。この特別損失140百万円は、期首に一括計上を予定しておりますので、中間純利益は0百万円となる見込です。

 単位：百万円

区分
平成17年３月期 平成18年３月期（予想）

増減額 増減率
金額 売上比 金額 売上比

％ ％ ％

売上高 10,081 100.0 11,850 100.0 1,769 17.5

営業利益 1,185 11.8 1,500 12.7 315 26.6

経常利益 1,165 11.6 1,450 12.2 285 24.5

当期純利益 622 6.2 640 5.4 18 2.9

(2）財政状態

①　当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、2,736百万円（前年同期比9.2％増）となり

ました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、705百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益1,093百万円、

減価償却費305百万円、未払債務の増加65百万円の収入とたな卸資産の増加125百万円、法人税等の支払額669百万円

等の支出によるものであり、前年同期に比べ231百万円の減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、717百万円となりました。これは主に、物流センター及びハーバーガーデンの建

物等の取得のための支出755百万円によるものであり、前年同期に比べ446百万円の支出減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、208百万円となりました。これは主に、長期借入金の増加320百万円によるもの

で、前年同期に比べ530百万円の減少となりました。
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 （単位：千円）

平成16年３月期 平成17年３月期 増減額

営業活動によるキャッシュ・フロー 936,926 705,657 △231,268

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,163,754 △717,181 446,572

財務活動によるキャッシュ・フロー 739,658 208,885 △530,773

現金及び現金同等物の増加額 509,201 229,508 △279,692

現金及び現金同等物期末残高 2,507,018 2,736,527 229,508

　当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期

株主資本比率（％） 22.3 27.9 36.5 41.2

時価ベースの株主資本比率（％） － － 128.8 108.5

債務償還年数（年） 7.5 3.9 3.3 4.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍）
7.1 14.2 19.0 12.9

②　次期の財政状態の見通し

　営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前当期純利益は増加する見込みであり,当連結会計年

度より増加する見込です。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等の資金支出は当連結会計年度より減少する見込み

です。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、当連結会計年度とほぼ同水準となる見込です。

　（注）　上記の財政状態の見通しは、現時点で入手された情報に基づいて判断されたものであり、実際の財政状態は変

動する可能性があります。
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４．連結財務諸表等
(1）連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成16年３月31日）

当連結会計年度
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金 ※１ 2,546,036 2,774,048  

２．受取手形及び売掛金 935,570 938,343  

３．たな卸資産 750,182 875,843  

４．繰延税金資産 164,394 149,132  

５．その他 93,495 97,098  

貸倒引当金 △6,424 △16,051  

流動資産合計 4,483,255 59.2 4,818,415 59.8 335,159

Ⅱ　固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物及び構築物 ※１ 1,438,491 1,592,598  

減価償却累計額 437,615 1,000,876 492,933 1,099,665  

(2）機械装置及び運搬具 378,445 418,123  

減価償却累計額 248,453 129,991 263,505 154,618  

(3）工具器具備品 364,173 354,212  

減価償却累計額 222,524 141,649 186,683 167,529  

(4）土地 ※１ 919,148 919,148  

(5）建設仮勘定  － 8,600  

有形固定資産合計 2,191,665 28.9 2,349,561 29.2 157,895

２．無形固定資産  

(1）営業権 46,394 18,493  

(2）連結調整勘定 17,484 －  

(3）ソフトウェア 230,638 242,122  

(4）その他 51,558 17,676  

無形固定資産合計 346,076 4.6 278,292 3.4 △67,783

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券 ※１ 38,204 90,685  

(2）繰延税金資産 139,814 117,980  

(3）差入保証金 314,374 322,716  

(4）保険積立金 24,173 28,700  

(5）その他 77,552 72,251  

貸倒引当金 △41,185 △19,549  

投資その他の資産合計 552,935 7.3 612,784 7.6 59,849

固定資産合計 3,090,677 40.8 3,240,638 40.2 149,961

資産合計 7,573,932 100.0 8,059,054 100.0 485,121
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前連結会計年度
（平成16年３月31日）

当連結会計年度
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金 291,624 261,998  

２．短期借入金 ※１ 2,179,600 2,152,990  

３．１年以内返済予定の長
期借入金

※１ 201,366 294,023  

４．未払金 580,359 481,370  

５．未払法人税等 419,595 183,059  

６．未払消費税等 40,793 45,534  

７．賞与引当金 91,640 79,100  

８．設備等未払金 39,776 28,495  

９．その他 65,090 67,997  

流動負債合計 3,909,846 51.7 3,594,569 44.6 △315,276

Ⅱ　固定負債  

１．長期借入金 ※１ 659,657 887,963  

２．退職給付引当金 14,452 14,206  

３．役員退職慰労引当金 173,300 190,179  

４．設備等未払金 39,018 23,548  

５．その他 40 40  

固定負債合計 886,469 11.7 1,115,938 13.9 229,468

負債合計 4,796,316 63.4 4,710,507 58.5 △85,808

 

（少数株主持分）  

少数株主持分 18,310 0.2 25,680 0.3 7,370

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※２ 500,450 6.6 500,450 6.2 －

Ⅱ　資本剰余金 612,650 8.1 612,650 7.6 －

Ⅲ　利益剰余金 1,642,586 21.6 2,206,368 27.4 563,781

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

4,018 0.1 3,796 0.0 △221

Ⅴ　自己株式 ※３ △400 △0.0 △400 △0.0 －

資本合計 2,759,305 36.4 3,322,865 41.2 563,559

負債、少数株主持分及び
資本合計

7,573,932 100.0 8,059,054 100.0 485,121
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(2）連結損益計算書

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 9,841,733 100.0 10,081,889 100.0 240,156

Ⅱ　売上原価 1,766,322 17.9 1,862,550 18.5 96,228

売上総利益 8,075,410 82.1 8,219,338 81.5 143,928

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2 6,847,142 69.6 7,033,880 69.7 186,737

営業利益 1,228,268 12.5 1,185,458 11.8 △42,809

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 504 128  

２．受取配当金 394 475  

３．保険解約返戻金 10,130 26,538  

４．受取賃貸料 4,411 4,382  

５．その他 5,409 20,850 0.2 5,119 36,645 0.4 15,795

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 49,381 54,523  

２．新株発行費 18,478 －  

３．その他 9,326 77,187 0.8 1,842 56,365 0.6 △20,821

経常利益 1,171,931 11.9 1,165,738 11.6 △6,192

Ⅵ　特別利益  

１．貸倒引当金戻入益 1,353 －  

２．固定資産売却益 ※３ 990 2,343 0.0 1,418 1,418 0.0 △925

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産売却損 ※４ 79 3,307  

２．固定資産除却損 ※５ 8,090 13,151  

３．たな卸資産廃棄損 33,223 －  

４．会員権評価損 4,499 －  

５．移転関連費用(本社) － 39,738  

６. 移転関連費用(物流) － 8,622  

７．その他 － 45,893 0.4 9,096 73,916 0.7 28,023

税金等調整前当期純利
益

1,128,381 11.5 1,093,240 10.9 △35,141

法人税、住民税及び事
業税

521,013 425,758  

法人税等調整額 16,677 537,691 5.5 37,250 463,008 4.6 △74,682

少数株主利益 9,355 0.1 7,370 0.1 △1,984

当期純利益 581,335 5.9 622,861 6.2 41,525
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(3）連結剰余金計算書

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ　資本剰余金期首残高  234,650  612,650 378,000

Ⅱ　資本剰余金増加高  

増資による新株の発行 378,000 378,000 － － △378,000

Ⅲ　資本剰余金期末残高 612,650 612,650 －

 

（利益剰余金の部）  

Ⅰ　利益剰余金期首残高  1,112,330  1,642,586 530,255

Ⅱ　利益剰余金増加高  

当期純利益 581,335 581,335 622,861 622,861 41,525

Ⅲ　利益剰余金減少高  

配当金 51,080 51,080 59,080 59,080 8,000

Ⅳ　利益剰余金期末残高 1,642,586 2,206,368 563,781
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 1,128,381 1,093,240  

減価償却費 259,303 305,783  

連結調整勘定償却額 17,484 17,484  

引当金の減少額 △11,753 △7,916  

受取利息及び受取配当金 △898 △604  

支払利息 49,381 54,523  

為替差損 3,629 △1,289  

固定資産売却益 △990 △1,418  

固定資産売却損 79 3,307  

固定資産除却損 8,090 13,151  

売上債権の増加額 △119,766 △2,347  

たな卸資産の増加額 △12,972 △125,661  

仕入債務の減少額 △37,592 △27,191  

未払債務の増減額（減少：△） △41,103 65,482  

未払及び未収消費税等の増減額 9,001 4,916  

その他 △16,812 39,431  

小計 1,233,461 1,430,893 197,431

利息及び配当金の受取額 845 549  

利息の支払額 △49,299 △55,880  

法人税等の支払額 △248,080 △669,904  

営業活動によるキャッシュ・フロー 936,926 705,657 △231,268
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前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の純増減額（増加：△） △5,843 1,550  

投資有価証券の取得による支出 △2,998 △21,998  

子会社株式の取得による支出 － △30,858  

有形固定資産の取得による支出 △1,008,965 △471,804  

無形固定資産の取得による支出 △115,733 △73,580  

有形・無形固定資産の売却による収
入

2,347 8,437  

差入保証金の差入による支出 △47,489 △162,175  

差入保証金の返還による収入 7,729 80,433  

その他 7,199 △47,186  

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,163,754 △717,181 446,572

 

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純減少額 △77,900 △26,610  

長期借入れによる収入 520,000 657,500  

長期借入金の返済による支出 △187,813 △336,536  

株式の発行による収入 581,521 －  

割賦購入対象資産の収入 － 14,200  

割賦債務の支払額 △45,068 △40,950  

配当金の支払額 △51,080 △58,717  

財務活動によるキャッシュ・フロー 739,658 208,885 △530,773

 

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,629 1,289 4,919

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 509,201 229,508 △279,692

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,997,817 2,507,018 509,201

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 2,507,018 2,736,527 229,508
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　５社

連結子会社の名称

(1）連結子会社の数　７社

連結子会社の名称

　　　 ハーバー株式会社

　　　 株式会社中部ハーバー

　　　 株式会社京都ハーバー

　　　 株式会社関西ハーバー

　　　 株式会社中四国ハーバー

　　　 ハーバー株式会社

　　　 ハーバーコスメティクス株式会社

　　　 株式会社銀座ハーバー

　　　 株式会社中部ハーバー

　　　 株式会社京都ハーバー

　　　 株式会社関西ハーバー

　　　 株式会社中四国ハーバー

　上記のうち、ハーバーコスメティ

クス㈱と㈱銀座ハーバーは平成16年

10月の分社化により設立された会社

のため、当連結会計年度より連結の

範囲に含めております。

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

ＨＡＢＡ ＬＡＢＳ ＵＳＡ ＩＮＣ.

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためで

あります。

２．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。

同左

３．会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②　たな卸資産 ②　たな卸資産

製品・商品・仕掛品・原材料

　総平均法による原価法

製品・商品・仕掛品・原材料

同左

貯蔵品

　最終仕入原価法

貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法によっております。

①　有形固定資産

同左

　ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備は除く）につ

いては、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　３年から47年

工具器具備品　　３年から15年

②　無形固定資産

定額法によっております。

②　無形固定資産

同左

  ただし、営業権については、商法施

行規則の規定する最長期間（５年）に

基づく定額法を採用しており、ソフト

ウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

 

  ③　長期前払費用

  定額法によっております。

  ③　長期前払費用

 同左

(3）繰延資産の処理方法

新株発行費

 

 ──────

支出時全額費用処理

(4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

同左

②　賞与引当金 ②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。

　連結子会社は、従業員に対して支給

する賞与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金 ③　退職給付引当金

　一部の連結子会社は、従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

　　　　　　　　同左

（追加情報）

当社の連結子会社である㈱関西ハー

バーは、当連結会計年度において、退

職一時金制度の廃止を決定しました。

 

 ──────
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項目
前連結会計年度

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

④　役員退職慰労引当金 ④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金の支給規定に基づ

く期末要支給額を計上しております。

　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、当社内規に基づく期末要支給額

の100％相当額を計上しております。

　当社は平成14年３月期の役員退職慰

労金制度の廃止に伴い、役員退職慰労

金に係る支給内規の改訂を行っており、

それ以降の積み増しは行っておりませ

ん。

　そのため、当期末要支給額は平成13

年12月末時点での要支給額となってお

ります。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準

──────

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

 

(6）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

 (7）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 ①　消費税等の会計処理

 　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

(5）その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

  ①　消費税等の会計処理

 同左

 ４．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

 　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

  同左

 ５．連結調整勘定の償却に関す

る事項

 　連結調整勘定は、５年間で均等償却し

ております。

  同左

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会計年度中に

確定した利益処分又は損失処理に基づいて

作成しております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日の３ヶ

月以内に満期日又は償還日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資であります。

同左
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

 （連結損益計算書）  （連結損益計算書）

　前連結会計年度まで、営業外費用の「その他」に表示し

ておりました「新株発行費」は、営業外費用の合計額の100

分の10を超えたため区分掲記しました。

　なお、前連結会計年度における「新株発行費」の金額

は2,342千円であります。

──────

 

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成16年３月31日）

当連結会計年度
（平成17年３月31日）

※１　担保に供している資産並びに担保付債務は次のとお

りであります。

※１　担保に供している資産並びに担保付債務は次のとお

りであります。

担保資産 担保資産

現金及び預金 60,000千円

建物及び構築物 577,165

土地 346,961

計 984,126

現金及び預金 10,000千円

建物及び構築物 578,771

土地 346,961

計 935,732

担保付債務 担保付債務

短期借入金 333,910千円

１年以内返済予定の長期

借入金
111,270

長期借入金 461,715

計 906,896

短期借入金 344,666千円

１年以内返済予定の長期

借入金
108,268

長期借入金 380,295

計 833,230

 ※２

 ──────

 ※２　偶発債務

　　　（1）債務保証

次の会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

㈱キャラバン 37,468 借入債務

計 37,468  

※３　当社の発行済株式総数は、普通株式2,955,000株で

あります。

※３　当社の発行済株式総数は、普通株株式2,955,000株

であります。

※４　当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,000株

であります。

※４　当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,000株

であります。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 1,190,791千円

賞与引当金繰入額 85,886

販売促進費 1,399,975

荷造運送費 595,559

広告宣伝費 1,064,118

減価償却費 166,101

給料手当 1,284,487千円

賞与引当金繰入額 72,129

販売促進費 1,403,962

荷造運送費 574,058

広告宣伝費 1,196,077

減価償却費 220,859

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は58,875千円であ

ります。

※２　一般管理費に含まれる研究開発は94,825千円であり

ます。

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 990千円 機械装置及び運搬具 1,418千円

※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

その他 79千円 工具器具備品 3,307千円

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 630千円

機械装置及び運搬具 368

工具器具備品 6,432

その他 659

計 8,090

建物及び構築物 8,979千円

機械装置及び運搬具 101

工具器具備品 4,070

計 13,151

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成16年３月31日現在） （平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,546,036千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△39,017

現金及び現金同等物 2,507,018

現金及び預金勘定 2,774,048千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△37,520

現金及び現金同等物 2,736,527
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①　リース取引

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械装置及び
運搬具

94,338 38,303 56,035

工具器具備品 159,641 50,749 108,891

合計 253,979 89,053 164,926

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械装置及び
運搬具

81,875 41,602 40,273

工具器具備品 135,415 50,851 84,563

合計 217,291 92,453 124,837

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 48,390千円

１年超 119,245

合計 167,636

１年内 45,271千円

１年超 83,097

合計 128,368

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 75,893千円

減価償却費相当額 70,255

支払利息相当額 5,291

支払リース料 52,720千円

減価償却費相当額 49,253

支払利息相当額 4,249

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同左
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②　有価証券

（前連結会計年度）（平成16年３月31日）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

株式 21,667 28,572 6,905

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

株式 9,733 9,632 △101

合計 31,400 38,204 6,804

（当連結会計年度）（平成17年３月31日）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

株式 34,399 40,827 6,428

合計 34,399 40,827 6,428

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 19,000

③　デリバティブ取引

前連結会計年度（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）

　当社グループはデリバティブ取引をまったく利用していないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

　当社グループはデリバティブ取引をまったく利用していないため、該当事項はありません。

- 23 -



④　退職給付

前連結会計年度
（平成16年３月31日）

当連結会計年度
（平成17年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要

　一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、退職

一時金制度を採用しております。

同左　

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務 14,452千円

(2）退職給付引当金 14,452千円

(1）退職給付債務 14,206千円

(2）退職給付引当金 14,206千円

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

(1）勤務費用 7,091千円

(2）退職給付費用 7,091千円

(1）勤務費用 3,569千円

(2）退職給付費用 3,569千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　当社グループは、退職給付債務の算定にあたり簡便法

（自己都合要支給額をもって退職給付債務とする方法）

を採用しております。

同左
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⑤　税効果会計

前連結会計年度
（平成16年３月31日）

当連結会計年度
（平成17年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

賞与引当金損金算入限度超過額 37,734千円

たな卸資産に係る未実現利益 63,434

繰越欠損金 21,253

未払事業税 40,992

その他 5,794

計 169,210

繰延税金資産（固定）

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 72,454千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 5,787

繰越欠損金 71,339

減価償却損金算入限度超過額 15,127

土地評価差額 21,152

その他 64,547

計 250,408

評価性引当額 △88,487

繰延税金資産合計 331,131 

繰延税金負債（流動）   

貸倒引当金 △1,997千円

　計 △1,997 

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △4,087千円

土地評価差額 △20,836 

　計 △24,923 

繰延税金負債合計 △26,921 

繰延税金資産の純額 304,209 

繰延税金資産（流動）

賞与引当金損金算入限度超過額 18,419千円

たな卸資産に係る未実現利益 103,039

繰越欠損金 12,151

未払事業税 13,887

その他 8,112

計 155,609

繰延税金資産（固定）

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 79,543千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 5,734

繰越欠損金 58,928

減価償却損金算入限度超過額 20,169

土地評価差額 21,152

その他 30,737

計 216,265

評価性引当額 △77,628

繰延税金資産合計 294,246 

繰延税金負債（流動）   

貸倒引当金 △2,387千円

　計 △2,387 

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △3,909千円

土地評価差額 △20,836 

　計 △24,746 

繰延税金負債合計 △27,133 

繰延税金資産の純額 267,113 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 42.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7％

住民税の均等割の金額 1.2％

評価性引当額 4.6％

試験研究費等の法人税額特別控除 △2.7％

その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.7％

　 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。
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⑥　セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

　前連結会計年度（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成16年４月

１日　至　平成17年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める化粧品事業の割合

が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

　前連結会計年度（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成16年４月

１日　至　平成17年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％

を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

ｃ．海外売上高

　前連結会計年度（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成16年４月

１日　至　平成17年３月31日）

　海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

⑦　関連当事者との取引

前連結会計年度（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 934.09円

１株当たり当期純利益金額 202.11円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 160.17円

１株当たり純資産額 1,124.87円

１株当たり当期純利益金額 210.85円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 159.71円

  

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 581,335 622,861

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 581,335 622,861

期中平均株式数（株） 2,876,404 2,954,000

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 753,057 945,919

（うち新株引受権） (753,057) (945,919)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

────── ──────

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

───── ─────
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５．生産、受注及び販売の状況

(1）生産実績

品目

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

増減

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 増減率（％）

化粧品 10,692,859 11,985,373 1,292,514 12.1

合計 10,692,859 11,985,373 1,292,514 12.1

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは見込生産を行っているため、当該事項はありません。

(3）販売実績

①　品目別実績

品目

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

増減

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 増減率（％）

化粧品

基礎化粧品 7,203,035 73.2 7,211,272 71.6 8,236 0.1

メイクアップ化粧品 1,025,758 10.4 1,082,074 10.7 56,315 5.5

トイレタリー 418,195 4.3 383,251 3.8 △34,943 △8.4

その他（注）１ 415,275 4.2 494,071 4.9 78,796 19.0

小計 9,062,264 92.1 9,170,670 91.0 108,405 1.2

栄養補助食品・雑貨等 753,305 7.7 809,364 8.0 56,058 7.4

化粧品・栄養補助食品等 小計 9,815,570 99.8 9,980,034 99.0 164,464 1.7

その他（注）２ 26,162 0.2 101,854 1.0 75,692 289.3

合計 9,841,733 100.0 10,081,889 100.0 240,156 2.4

　（注）１．期間を限定して提供するキャンペーンセット品等が主なものであります。

２．ハーバーガーデン（ゴルフ練習場、カルチャーセンター等）の売上が主なものであります。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４. 当期より、ハーバーガーデン等の売上をその他に区分掲記しました。

②　販売ルート別実績

販売ルート別

前連結会計年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

増減

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 増減率（％）

販　売

ルート

通信販売 7,189,089 73.2 7,256,994 72.7 67,904 0.9

百貨店向卸売 1,695,824 17.3 1,618,373 16.2 △77,451 △4.6

その他 930,655 9.5 1,104,666 11.1 174,010 18.7

合計 9,815,570 100.0 9,980,034 100.0 164,464 1.7

　（注）１．その他には、直営ショップでの店頭販売、卸売業者・小売業者向け卸売販売等が含まれております。

　　　　２. 上記の合計表に、ハーバーガーデン等の売上は除いております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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